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令和５年９月８日 

内 閣 官 房 

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム推進事業に係る 

第二次取組団体の決定 

 政府の総合経済対策事業の一つである「地方版孤独・孤立対策官民

連携プラットフォーム推進事業」については、以下の６団体を第二次

取組団体として決定します。 

○第二次取組団体

（１）都道府県・政令指定都市（１団体）

北海道 

（２）市区町村（政令指定都市除く）（５団体）

登別市（北海道）、江東区（東京都）、品川区（東京都）、 

春日井市（愛知県）、宇城市（熊本県） 

○その他

・事業概要、各団体の取組予定は別添のとおり。

【連絡先】 

 内閣官房 孤独・孤立対策担当室 黒瀬 

電 話：03-3581-0458（内線 82844） 

mailto:kodoku.koritsu.renkei.j9i@cas.go.jp
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別添 
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都道府県・政令指定都市 取組団体（１団体） 

自治体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

北海道 

２回目 

○令和４年度からプラットフォーム設立準備をはじめ総合的な孤独・孤立対策

に取り組んでいるが、積雪寒冷・広域分散、社会資源の偏在も見られる中

で、地域で包括的に対応していくための官民や民間支援団体同士の連携を促

進していくことが課題。

●孤独・孤立対策推進法の公布を機に、シンポジウムの開催や広報ツールの作

成などにより、道民理解の促進と官民を挙げた対策推進の機運醸成を図ると

ともに、同法で努力義務とされている地域協議会の設置も見据え、過疎地域

を含む各地域におけるプラットフォームの体制や有効な活動内容等の検討な

どに取り組む。

市区町村（政令指定都市除く）取組団体（５団体） 

自治体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

北海道 

登別市
のぼりべつし

２回目 

○令和４年度は、孤独・孤立対策官民連携プラットフォームを設立するととも

に、「人びとのつながりに関する基礎調査」を実施し、孤独・孤立対策の素

地を形成した。ただし、基礎調査により実態把握は進んだものの、必要な方

に支援を届ける取組（アウトリーチによる支援等）に至っていない。

●孤独・孤立対策推進法の施行を踏まえ、人材の確保、養成及び資質の向上に

必要な施策を講ずるために、市民一人ひとりに当事者として関心を持っても

らえるよう「孤独・孤立サポーター養成講座（仮称）」の実施を検討する。

地域協議会のあり方や設置に向けた検討も進める。

東京都 

江東区
こうとうく

○社会的孤立を防ぎ、高齢者が安心して暮らせられるよう、自治会等の地域主

体や民間事業者との連携による高齢者地域見守り支援事業等を実施してき

た。また、地域の支え合い活動に取り組んでいる「江東区助け合い活動連絡

会」と協働し、孤独・孤立対策を含めた官民連携の見守り活動に取り組んで

きた。

●関係部署、社会福祉協議会、江東区助け合い活動連絡会に参加する自治会、

NPO 法人等関係団体によるプラットフォームを設立する。孤独・孤立対策に

ついての講演会やパネルディスカッションを開催するほかリーフレットを作

成・配布し、孤独・孤立対策推進法の概要や区における孤独・孤立対策支援

策の周知を行う。
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自治体名 概要（○…現状、●…今後の取組） 

東京都 

品川区
しながわく

○令和４年度より重層的支援体制整備事業への移行準備事業を開始し、複合課

題、隙間の課題については、対応する仕組みの構築を行っている。孤独・孤

立対策推進法成立を受け、これまで行ってきた孤独・孤立対策に加えて、自

治体、外部機関等が連携しながら、適切な支援を行っていく必要がある。

●孤独・孤立を抱える潜在層（主に２０代から３０代）に対する対応策の共有

と議論の場を設けるために、既存ネットワーク間の連携や新たな NPO 法人等

を加えたプラットフォームの構築を検討する。孤独・孤立対策の施策の一つ

として、多世代交流施設等を活用した先行事例の調査及び区として実施する

場合の効果的な施策の検討を行う。

愛知県 

春日井市
か す が い し

○令和４年度より重層的支援体制整備事業を開始し、官民協働の研究会「地域

支援研究会」において、地域支援に必要な知識・技能を養成する研修プログ

ラムの開発・研修会の実施と既存の支援体制の評価活動に取り組んできた

が、ひきこもりや孤独・孤立の相談窓口が明確でなく、世代と属性を問わな

いアウトリーチの相談支援の体制整備や地域住民等との情報共有が大きな課

題である。 

●既存の地域支援研究会の枠組みを土台に、地域福祉活動団体等との地域連携

の水平的なネットワークを形成する。民生委員等との情報交換会や学習会の

開催など、協働的な活動を累積することで、孤独・孤立状態にある人や生き

づらさを抱える人に対し、多様な主体が伴走しながら、参加支援に取り組む

地域づくりの推進を目指す。

熊本県 

宇城市
う き し

○熊本地震の発災以降、復興住宅など新たに形成されたコミュニティと既存の

地域コミュニティの集いの場の形成など地域共生による地域福祉の推進を行

っている。孤立死に対し高齢者単身世帯の把握や孤立死の事例把握による、

官民が連携した包括的な支援体制作りが課題。

●既存の「市町村ひきこもり支援プラットフォーム」や「生活困窮者自立支援

会議」の構成団体に加え、NPO 法人や民生委員など含めたプラットフォーム

を想定。孤独・孤立対策の周知や高齢者単身世帯の把握を実施する。また、

チャット相談及び相談データの分析と把握を行う。


